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令和３年度決算は、令和元年房総半島台風などの災害復旧・復興費用や、新型コロナウイルス感染症対

策により、歳入・歳出ともに前年度に引き続き増額となりました。 
 

▼会計の区分について  

収入と支出の関係を明確にするため、「一般会計」 「特別会計」 「公営企業会計」に区分しています。 

※（ ）内は対前年度比  

会計名 歳 入 歳 出 

一般会計 
239 億 7,287 万円 

（△87.0億円：△26.6％） 

228 億 7,884 万円 

（△82.0億円：△26.4％） 

教育、福祉、防災、道路整備、農水産業、商工観光など市の基本的な行政サービスを行う会計です。 

 

会計名 歳 入 歳 出 

特別会計 
133 億 8,940 万円 

（+0.7億円：+0.6％） 

128 億 0,989 万円 

（+0.2億円：+0.1％） 

内 

訳 

国民健康保険 62 億 6,928 万円 60 億 0,832 万円 

後期高齢者医療 8 億 0,461 万円 8 億 0,372 万円 

介護保険 63 億 1,551 万円 59 億 9,785 万円 

特定の事業を特定の収入によって行い、その収支を明確にするために一般会計から独立させた会計です。 

 

会計名 収 入 支 出 

公営企業会計 
（下水道事業会計） 
※右記の金額は、消費税を含む 

009 億 5,462 万円 

（+0.7億円：+7.6％） 

010 億 4,998 万円 

（+0.6億円：+6.0％） 

内
訳 

収益的収支 6 億 6,995 万円 5 億 1,424 万円 
資本的収支 2 億 8,467 万円 5 億 3,574 万円 

民間企業と同じように、事業で収益をあげて、運営している会計です。 

 

 歳入 ・ 収入 歳出 ・ 支出 

総 計 
383 億 1,689 万円 

（△85.6億円：△18.3％） 

367 億 3,871 万円 

（△81.2億円：△18.1％） 
  

決算額 【令和３年度】 

決算規模 
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一般会計決算 

歳入の決算状況 

国税・県税の一部が地方に譲与されるもの
（地方消費税など） 

 

公共施設の建設や改修のために 
借り入れるもの 

 

事業の一部として国や 
千葉県から交付されるもの 

全国の地方公共団体が、一定レベルの 
行政サービスができるよう国から交付されるもの 

 

事業に必要な経費の一部を 
負担していただく負担金など 

基金(市の貯金)を 
取り崩したもの 

負担していただく負
担金など 

公共施設の利用や 
証明書類の発行時に 
いただいているもの 

市に納められた市民税や 
固定資産税など 

ふるさと 
納税など 
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【 歳入の特徴 】 ※（ ）内は対前年度比  

市 税 
58.0 億円 

（△0.4億円：0△0.7％） 

土地や家屋において、３年ごとの評価額見直
し（評価替え）を行ったことによる固定資産
税の減額が主な要因です。 

国・県 
支出金 

62.3 億円 

（△52.7億円：△45.8％） 

令和２年度に特別定額給付金事業（45.8億
円）を実施したため、令和３年度決算額は、
対前年度比で大幅減額となりました。 

市 債 17.3 億円 

（△14.2億円：△45.1％） 

令和２年度に台風災害に関する廃棄物処理
や、新学校給食センターの施設整備などを実
施したため、令和３年度決算額は、対前年度
比で大幅減額となりました。 

地 方 
交付税 

48.8 億円 

（＋5.5億円：＋12.7％） 

普通交付税（市町村の財政力に応じて国から
交付されるお金）において、例年の交付分の

ほか、特例分の追加交付があったため、令和
２年度より増額となりました。 

  

１０年間の歳入の推移 

（億円）                                                                                          （％） 

5年前                               前年 

▲自主財源比率 

 

 

 

 

 

 

●市税 

 

 

 

 

●地方交付税 

 

 

●国・県支出金 

 

 

●市債 

 

●基金繰入金 
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歳出（性質別）の決算状況 

施設の維持補修費や他団体への 
貸付金・出資金など 

市長や正規職員の給料手当、 
市議会議員や会計年度任用職員、 

消防団などの報酬 

障害者・高齢者・子ども医療費、 
児童手当や生活保護費など 

生活をサポートするための費用 

各種団体への補助金や負担金、 
市民・事業者への給付金など 

公共施設の整備や施設の災害復旧費用など 
将来も資産となって残るものに対する支出 

消耗品購入費や業務委託など、 
消費的な性質をもつ経費 

 

特別会計（国保，介護など） 
の運営を補うため、 

一般会計から支出する経費 

借金（市債）の返済費用 
（元金・利息） 

寄附等に伴う基金への積立金 
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【 歳出の特徴 】 ※（ ）内は対前年度比  

扶助費 49.0 億円 

（+11.0億円：+22.4％） 

住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別

給付金など、新型コロナウイルス感染症に係
る生活支援事業の実施により増額しました。 

物件費 29.2 億円 

（△11.2億円：△27.7％） 

令和２年度に台風災害に関する廃棄物処理を
実施したため、令和３年度決算額は、対前年
度比で大幅減額となりました。 

投資的 
経 費 

28.3 億円 

（△22.5億円：△44.3％） 

令和２年度に台風災害に関する被災住家支援
費や新学校給食センターの施設整備などを実
施したため、令和３年度決算額は、対前年度
比で大幅減額となりました。 

補助費等 34.7 億円 

（△41.6億円：△54.5％） 

令和２年度に特別定額給付金事業を実施した
ため、令和３年度決算額は、対前年度比で大
幅減額となりました。 

  

１０年間の歳出の推移 

（億円） 

5年前                                 前年 

●補助費等 

 

 

 

 

 

 

 

 

●扶助費 

 

●人件費 

 

●物件費 

 

●操出金 

 

 

●投資的経費 
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□ 単年度の財源確保 

大規模な建設事業を実施した年でも、その財源（収入）を確保することで、他の行政サービスを滞りな

く実施することができる 

 

□ 世代間負担の公平性 

公共施設の整備は、将来使用する（便益を受ける）住民にも、その返済費用を負担してもらうことで、

世代間の公平性が確保される。 

 

 

 
 

普通会計債 
（各種事業） 

● 市債借入額と償還額が同規模だったため、令和２年度とほぼ同額で推
移しています。 

● 今後、清掃センター改修事業(工期：R3~R5)や館山中学校整備事業
(工期：R4~R6)など、大規模事業の実施により、市債残高の増加が見
込まれています。 

普通会計債 
（その他） 

● 市債借入額と償還額が同規模だったため、令和２年度とほぼ同額で推
移しています。 

下水道会計債 
● 償還期限を迎える企業債が増加したことや一部の事業において繰り上

げ償還を実施したことに伴い、残高は減少傾向となっています。 
  

市債（借金）と基金（貯金） 

市債の役割 

市債残高の推移 

（億円）

 

※ その他は、次の合計 

・ 臨時財政対策債 

・ 減税補てん債 

・ 減収補てん債 

 

★ 市民１人あたりの残高 

（R3 普通会計債） 

・ 館 山 市 …40.5万円 

・ 同規模団体…41.2万円（平均） 
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□ 財政調整基金 

年度間の財政の不均衡を調整し、安定した財政運営を行うための基金 

急激な税収減少や災害時などの不足の事態に備えるもので、「自治体財政運営のかなめ」と言える。 

 

□ 減債基金 

公債費を計画的に償還するための資金を積立てる基金 

 

□ その他特定目的基金 

特定の使途を定めて積立てる基金（庁舎等建設基金、観光振興基金、子ども・子育て支援基金など) 

 

□ 定額運用基金 

定額を積立て、資金を運用する基金（土地開発基金、看護師等修学資金貸付基金など） 

 

 

 

財政調整基金 
● 令和２年度決算における実質収支額の歳計剰余金を積み立

てたため、基金残高が増加しました。 

減債基金 ● 追加交付があった普通交付税の特例分(P3参照)のうち、今
後の地方債償還費用として交付された分を積立てました。 

その他特定目的基金 

● 新型コロナウイルス感染症対策事業や館山中学校整備事業
などの実施により基金の取り崩しを行ったため、基金残高
が減少しました。 

定額運用基金 ● 近年の推移では、大きな増減はありません。 

※基金積立額は，財政規模や使用目的に応じ、適正な規模の貯えとなるよう、それぞれの自治体において計画的

に積み立てることが求められます。  

基金の種類と役割 

基金残高の推移 

（億円） 

 

★ 市民１人あたりの残高 

（R3 財政調整基金 

+ 減債基金） 

・ 館 山 市 …5.6万円 

・ 同規模団体…8.3万円（平均） 
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□ 自治体の財政構造の弾力性を示す財務指標 

「市の基本的な収入の何％を定例的な支出に充てているか」を表すもので、数値が低いほど柔軟性（自

由に使えるお金が多い）があるといえます。 

 

経常収支比率 ＝ 
経常的な支出（人件費、扶助費、借金の返済など） 

自由に使える経常的な収入（市税、普通交付税など） 
 

 

 

 

 

経常収支比率 

89.6 ％ 

（対前年度：△5.4％） 

分母となる「経常的な収入」のうち「普通交付税」や「地方消費税
交付金」が増加し、分子となる「経常的な支出」のうち「安房郡市
広域市町村圏事務組合常備消防費負担金」などが減少したことによ
り、経常収支比率が減少しました。 

  

経常収支比率 

経常収支比率とは 

経常収支比率の推移 

5年前                                 前年 

（％） 

●館山市 

 

 

 

 

 

 

 

●県内市平均 
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□ 自治体の財政運営が健全かどうかを示す指標 

市の財政規模（標準的な一般財源の収入額など）に対する赤字額や借金額の割合によって表される指標

であり、国が定める基準を超えないように財政運営することが求められる。 

 

① 実質赤字比率   …普通会計の赤字の程度を表す指標 

② 連結実質赤字比率 …全ての会計を合算した市全体の赤字の程度を表す指標 

③ 実質公債費比率  …借金の返済額が財政に及ぼす影響を表す指標 

④ 将来負担比率   …借金の残高が財政に及ぼす影響を表す指標 

⑤ 資金不足比率   …公営企業会計ごとの資金不足額の程度を表す指標 

 

 

（単位：％） 

各種指標 H28 H29 H30 R1 R2 R3 
早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

実質赤字比率 － － － － － － 13.07  20.0 

連結実質赤字比率 － － － － － － 18.07 30.0 

実質公債費比率 5.4 5.8 6.0 5.9 5.7 5.5 25.0 35.0 

将来負担比率 65.7 66.0 45.3 27.3 29.9 26.7 350.0 － 

資金不足比率 － － － － － － 20.0（経営健全化基準） 

※ 表内の「－：ハイフン」は、決算で赤字や資金不足が生じていないため、指標がないことを表しています。 

実質公債費比率 

5.5 ％ 

（対前年度：△0.2％） 

指標の分母となる標準的な一般財源の収入額などのうち「普
通交付税」や「臨時財政対策債」が増加したことにより、実質
公債費比率が減少しました。 

実質公債費比率 ＝ 
地方債の償還金やそれに準ずるものなど 

標準財政規模(標準的な税収や普通交付税など) 
 

将来負担比率 

26.7 ％ 

（対前年度：△3.2％） 

実質公債費比率と同様に、指標の分母となる標準的な一
般財源の収入額などのうち「普通交付税」や「臨時財政対策
債」が増加したことにより、将来負担比率が減少しました。 

将来負担比率 ＝ 
地方債の残高や債務負担行為による支払予定額など 

標準財政規模(標準的な税収や普通交付税など) 
 

  

健全化判断比率・資金不足比率 

健全化判断比率・資金不足比率とは 

健全化判断比率・資金不足比率の推移 
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令和３年度決算額の主な内容は、農業用施設再建補助費（７．６億円）や被災住家支援費（０．６億

円）などとなっています。 

 

年 度 
決算額（R元～R3） 
予算額（R4） 

財源内訳 

国県支出金 市 債 その他 一般財源 

令和元年度決算額 12.4 億円 7.7億円 1.2億円 1.1億円 2.4億円 

令和２年度決算額 31.8 億円 17.3億円 11.3億円 0.5億円 2.7億円 

令和３年度決算額 10.7 億円 6.4億円 2.3億円 0.1億円 1.9億円 

令和４年度予算額 
(令和３年度繰越明許費) 1,288 万円 361万円 300万円 ― 567万円 

合 計 55.0 億円 31.4億円 14.8億円 1.7億円 7.1億円 

（割合）  57.1％ 26.9％ 3.1％ 12.9％ 

 

 

令和３年度決算額の主な内容は、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金費（５．９億円）や子育

て世帯（ひとり親世帯分を含む）への臨時特別給付金費（５．８億円）、新型コロナウイルスワクチン接

種事業（３．９億円）、中小企業等への支援（２．５億円）、プレミアム商品券事業費（０．６億円）、

キャッシュレスポイント還元事業費（０．２億円）などとなっています。 

 

年 度 
決算額（R2） 
予算額（R3）※ 

財源内訳 

国県支出金 市 債 その他 一般財源 

令和２年度決算額 60.3 億円 55.6億円 1.4億円 3.0億円 0.3億円 

令和３年度決算額 24.9 億円 19.8億円 1.6億円 3.0億円 0.5億円 

令和４年度予算額 
（繰越明許費含む） 14.7 億円 10.9億円 1.3億円 1.7億円 0.8億円 

合 計 99.9 億円 86.3億円 4.3億円 7.7億円 1.6億円 

（割合）  86.4％ 4.3％ 7.7％ 1.6％ 

※令和４年度予算額は、当初予算～６月補正、令和３年度予算からの繰越明許費の合計です。  

令和元年度房総半島台風等にかかる決算状況 

新型コロナウイルス感染症対応にかかる決算状況 
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一般会計決算を「家庭の総収入３００万円（１か月２５万円）の家計」に例えてみると・・・ 

 

収入（１か月） 

給与（市税収入） 6.0 万円 

手当（使用料など） 4.5 万円 

臨時手当（寄付金） 0.4 万円 

貯金取崩し（基金繰入金） 0.7 万円 

親からの援助 
（地方交付税・国県支出金） 

11.6 万円 

銀行からの借入（市債） 1.8 万円 

合計 25.0 万円 

 

 
支出（１か月） 

食費（人件費） 4.0 万円 

医療費（扶助費） 5.4 万円 

ローン返済（公債費） 2.0 万円 

水道光熱費（物件費） 3.2 万円 

交際費（補助費） 3.8 万円 

リフォーム（投資的経費） 3.1 万円 

こどもへの仕送り（繰出金） 2.5 万円 

貯金（基金繰出金、積立金） 0.6 万円 

貸付金など（貸付金、出資金） 0.4 万円 

合計 25.0 万円 
 

 

【 現 状 】  【 現 状 】 
「給与」や「手当」のほか、「親からの

援助」に頼っている状況です。 
 「食費」や「医療費」などの固定費が大き
な割合を占めており、自分の裁量で使用でき
るお金はほとんどありません。 

また、例年に比べ、新型コロナウイルス感
染症関連で臨時出費が増えています。 

【 改 善 点 】  【 改 善 点 】 
「親からの援助」に頼りすぎず、「給

与・手当」の割合を増やすことが重要で
す。 

また、「銀行からの借入」は、上限額を
決めて計画的に行う必要があります。 

 日々の節約を基本に、大きな買い物は計画
的に行う、建物を適正規模にして水道光熱費
やリフォーム代を抑えるなど、中長期的な視

点でライフスタイルを見直し、上手にやりく
りしていくことが重要です。 

また、万が一の災害等に備えた準備も必要
です。 

  

館山市の財政を家計に例えると 

館山市の家計簿 
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将来の心配事・・・ 

 

 

 

 
  

 
 

これから増加する費用や 

新たな市民サービスの向上を図るためには・・・ 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

市では今後の中長期的な財政予測や、現状の課題点を踏まえ、平成３０年４月に「第三次館山市行財政

改革方針」を策定し、行財政改革に資する具体的施策を定め、取り組んでいます。 

 

取組の種類 内容 

歳入の確保 
○市税収入等の確保   ○新たな財源確保 
○受益者負担の徹底   ○ふるさと納税制度の推進 

歳出の削減 
○既存事業の見直し   ○社会保障関連経費の抑制対策 
○補助金の見直し    ○組織体制（人件費）の見直し 
○一部事務組合負担金（補助費）の見直し 

公共施設の見直し 
○館山市公共施設等総合管理計画の推進（延床面積を20％以上削減） 
○実施計画にあたる「個別施設計画」を策定し、施設の統廃合などを促進 

民間委託の推進 
○さまざまな事務事業の民間委託化 

○指定管理者、PPP／PFI制度の推進 

  

人口の減少による 

税収などの伸び悩み 

さらなる少子高齢化による 

福祉・医療費の増加 

「ゆとり」のない財政運営 

公共施設の老朽化 

市民協働 

（行政、市民・NPO団体などの役割の明確化） 

行政サービスを受ける人の応分の負担 

生活習慣病の予防、病気の早期発見・治療など 

健康寿命を延ばす施策による医療・介護費の削減 

公共施設の統廃合・民間委託の推進 

これからの財政運営のために 

館山市に行財政改革が必要な理由 

これからの行財政改革の取組み 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本書について、ご意見等ございましたら 
下記までお気軽にお寄せください。 

 

 
 館山市の台所事情 
  令和３年度 決算版 
 
 令和４年１０月作成 
  館山市総務部行革財政課 
  ＴＥＬ    0470-22-3291 
  ＦＡＸ    0470-23-3115 

  Ｅ-Mail  gyouzai@city.tateyama.chiba.jp  
 

 


